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現地レポート：水害リスクの低減にむけて 

平成28年8月北海道激甚災害を踏まえた超過洪水対策

時岡真治・大塚健太・佐々木博文
 

1．はじめに1 

 平成28年8月、観測史上初となる3個の台風が

北海道に上陸、引き続き東北地方に上陸した台風

10号の影響により79河川が氾濫し、多数の家屋

浸水や橋梁被害が発生した。特に、収穫を目前に

控えた農地の浸水被害の影響は全国に波及し、ポ

テトチップスの販売停止のみならず、平成28年

10月～12月期のGDP速報では、野菜価格の高騰

により家計消費が伸び悩み、GDPの押し下げ要

因になったと報告された。 

 昭和56年8月洪水以来の大規模水害の発生を踏

まえ、北海道開発局と北海道は共同し、山田正中

央大学教授を委員長とする「平成28年8月北海道

大雨激甚災害を踏まえた水防災対策検討委員会

（以下「水防災対策委員会」という。）」を設置し、

今後の水害対策について検討を行った。 

 水防災対策委員会では、今後の取組の基本方針

として「気候変動の影響が現実のものになったと

認識し、過去の降雨や水害等の記録だけではなく、

気候変動による将来の影響を科学的に予測し、具

体的なリスク評価をもとに治水対策を講じるべ

き。」とされた。 

 河川の整備水準を上回る超過洪水は必ず生じる

ことから、人命を守るソフト対策が不可欠である

が、人命とともに、資産、農地を守り社会・経済

への影響を軽減するためには、ハード対策も不可

欠である。そのため、水防災対策委員会の報告を

踏まえ、北海道地方の気候変動による降雨量の変

化等を明らかにする技術検討委員会を開催すると

とともに、北海道開発局において、超過洪水時の

被害軽減対策の検討を進めている。本稿では、同

時並行で進めている双方の取組について報告する。 

 

──────────────────────── 
Measures against Floods Exceeding Design Capacity 
～  Case of the August 2016 Hokkaido Storm Disaster ～  

2．治水対策による超過洪水時の被害の違い 

2.1 雨竜川河川整備計画の変更 

 気候変動への取組について記載する前に、河川

整備手法の違いにより、超過洪水時の被害軽減効

果が異なる事例について報告する。 

雨竜川は、石狩川の約100km地点で合流する

幹川流路延長177km、流域面積1,722km2の一次

支川である。近年、浸水被害が相次ぎ、平成26

年には計画高水位を上回る出水が生じたが、石狩

川本川の河川整備が途上であるため、本格的な河

川整備に着手できない課題があった。 

水防災対策委員会における「上流区間や中小支

川の被害が顕著であったことから、改修方法の工

夫や洪水調節施設整備等により、下流に負荷をか

けずに支川や上流部の治水安全度を早期に向上さ

せるべき」との指摘や、水管理・国土保全局が設

置した「ダム再生ビジョン検討会」での審議を踏

まえ、河道掘削による河川整備から、発電専用ダ

ムの嵩上げ等を実施する既設ダムの活用＋河道掘

削による整備内容に河川整備計画の変更を行った。 

2.2 河道掘削案と既設ダム活用案の比較 

 河道掘削案と既設ダム活用案の確率規模別の雨

竜川流域の被害推定額を見ると、河川整備計画の

目標である概ね1/40規模の洪水を上回る超過洪水

に対して既設ダム活用案の被害軽減効果が大きく

なっている。 

 

図-1 治水対策案による確率規模別被害額  
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河川整備計画目標流量に対しては、同様の被害

軽減効果であるが、既設ダムの改良は河川整備基

本方針（1/100）に対応できるように実施するた

め、1/100の洪水に対して、被害軽減効果が大き

くなる。1/200に対してもダム流入量のピーク後

に容量を使い切るため、被害軽減効果が発揮され

ている。1/500の規模では対策による違いはなく

なる。このように治水対策により超過洪水時の被

害軽減効果に違いが生じることになる。 

3．気候変動への取組 

3.1 超過洪水対策の必要性 

 道内のAMeDASデータを整理すると時間雨量

30mm以上の発生頻度は、30年前と比較し約1.9

倍に増加している。また、勢力が衰えにくい太平

洋に沿って北海道に接近する台風頻度の増加1)や

道内において線状降水帯の発生回数が増加してい

るとの研究成果2)がある。それらを踏まえて、水

防災対策委員会では、「気候変動の影響が現実の

ものになったと認識すべき」と指摘された。 

図-2 北海道内の30mm/hの発生回数(100地点あたり) 

河川砂防技術基準計画編では、「計画の規模を

越える洪水により、甚大な被害が予想される河川

については、必要に応じて超過洪水対策を計画す

る」とされている。気候変動の影響により、超過

洪水の発生頻度が増加する可能性が高いことから、

河川整備基本方針を検討する際には、超過洪水対

策を考慮することが一層重要になると考えている。 

3.2 北海道地方の気候変動の影響予測 

 水防災対策検討委員会の報告を踏まえ、北海道

地方の気候変動による影響を科学的に予測し、具

体的なリスク評価を実施することを目的に、北海

道開発局は北海道と共同で、中津川誠室蘭工業大

学教授を委員長とする「北海道地方における気候

変動予測（水分野）技術検討委員会（以下「技術

検討委員会」という。）」を新たに設置した。技術

検討委員会では、以下の事項を取り扱うこととし

ている。 

（1）将来気候における降雨の分析 

（2）モデル流域における洪水量の変化 

（3）洪水リスクの共有 

3.2.1 将来気候における降雨の分析 

 現在、技術検討委員会において、文部科学省等

により実施された「地球温暖化対策に資するアン

サンブル気候変動予測データベース（d4PDF）」

を用いて、モデル流域の降雨量の変化を推定する

作 業 を 進 め て い る 。 土 木 学 会 水 工 学 委 員 会

「2016年8月北海道豪雨災害調査団」の調査報告

では、「連続した3個の台風による雨は「前線と

台風」による北海道の大雨パターンであったが、

4個目の台風10号は「地形性降雨」が発達した過

去に例を見ないものである。」とされており、強

い強度の時間雨量の再現性の確保とともに、地形

性降雨が反映できるように、解像度 20kmの

d4PDFの実験結果を5kmにダウンスケーリング

することしている。 

3.2.2 大規模アンサンブル計算のメリット 

 d4PDFは、過去60年間の気候を再現する50メ

ンバ、合計3,000年分の実験、全球平均温度が4

度上昇するシナリオ基づく60年間の気候を予測

する90メンバ、合計5,400年分の実験である。大

規模アンサンブル実験結果を用いることにより、

不確実性について把握することが可能となる。 

 過去実験結果から年最大流域平均雨量を整理し、

各メンバ60年分の年最大流域平均雨量のデータ

から、年ごとに50メンバの中から任意に一つの

データを抽出するリサンプリングを実施し、10

万の標本を作成した。各標本についてGumbel分

布を用いて1/100確率の降雨量を求め、度数分布

を作成した（図-3の青色の分布）。 

過去の降雨量の観測記録に基づき、1/100確率

の降雨量を求めようとすれば、数十年分のデータ

しかないことから、適用する確率分布に応じた結

果しか得られないが、多数のアンサンブル結果を

用いることにより、1/100の降雨量がどの程度の

不確実性を有するのか評価できる。同様に、将来

実験結果についても算定した度数分布を図-3に示

す（赤色の分布）。 

気候変動後において、T川における計画降雨量
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は、1/100確率降雨量の95%信頼区間からはずれ、

河川整備基本方針に基づく治水施設の整備が完了

したとしても、計画を超える降雨、超過洪水が頻

発することになる。 

図-3 気候変動による1/100降雨量の度数分布の変化  

なお、図 -3はダウンスケーリング前の解像度

20kmのデータであり、過去実験の年最大流域平

均雨量と観測値を用いたピアニの手法によりバイ

アス補正を実施している。 

4．超過洪水時の被害軽減対策 

4.1 検討方針 

技術検討委員会における将来降雨の予測と並行

し、国土技術政策総合研究所プロジェクト研究報

告No.563)で示された「気候変動影響・超過洪水

生起を踏まえた新しい治水フレームの考え方」を

計画規模1/100、幹川流路延長120km、流域面積

1,930km2のT川に適用する検討を進めている。 

4.1.1 超過洪水時の氾濫面積 

T川における現況河道と河川整備基方針に基づ

く治水対策が完了した場合の流域全体の氾濫面積

の推定計算結果を図-4に示す。各氾濫ブロックの

上流区間の溢水による流量低減を考慮し、計画高

水位に達した場合に氾濫することとしている。 

 
図-4 確率規模別氾濫面積（河道掘削）  

T川の河川整備基本方針達成に向けての治水対

策は、河道掘削（案A）である。河道掘削が完了

すれば、1/100確率規模の洪水までは無被害とな

るが、超過洪水が発生した場合に、著しく氾濫面

積が増加する。 

一定規模の洪水が発生したとたんに、氾濫面積

が増加するおそれがあり、危機管理対応や避難が

困難になることが想定される。超過洪水時におけ

る急激な氾濫面積の増加を低減する対策が必要で

あることを示している。 

4.1.2 超過洪水時の被害額 

氾濫面積と同様に、T川における被害額の推定

計算結果を図-5に示す。 

図-5 確率規模別被害額（河道掘削）  

T川は、中流部に資産が集積し、当該区間の河

床勾配が急であることから、1/200程度の流下能

力を有している。そのため、氾濫面積と比較し、

計画規模を超えても1/200までは比較的緩やかな

被害の増加となっている。 

4.1.3 超過洪水時の被害軽減策（二線堤） 

超過洪水時の被害軽減策を立案するにあたって、

個別の治水対策の効果について検討を行っており、

その一例を示す。下流左岸の拡散型の氾濫ブロッ

クの氾濫面積が大きいことに着目し、当該ブロッ

クに二線堤を設置した場合の氾濫面積を図-6に示

す。河道掘削等の他の対策を実施していない。 

図-6 確率規模別氾濫面積（二線堤）  
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当該氾濫ブロック内に位置する道路を9,100m

にわたって堤防高まで嵩上げした結果、氾濫面積

の軽減には寄与するが、被害額の軽減には寄与せ

ず、わずかではあるが、年超過確率 1/500、

1/1,000規模の洪水時には被害額が増加する結果

となる。 

図-7 確率規模別被害額（二線堤）  

4.1.4 超過洪水時の被害軽減策（洪水調節施設） 

 次にT川の支川上流に堤高50m、調節容量が9

千万m3のダムを設置した場合の被害額を図 -8に

示す。年超過確率1/1,000規模の洪水時にも調節

容量に余裕があり、超過洪水時における急激な被

害額の増加が抑制されている。 

 

図-8 確率規模別被害額（洪水調節施設）  

 計画規模までの掘削、二線堤、洪水調節案の一

部について示したが、現在、流下能力が低い箇所

での掘削、資産が集中している箇所での掘削等、

さまざまな治水対策について分析を進め、さらに

は、対策を組み合わせることにより、実現可能性

のある超過洪水対策案を選定することとしている。 

5．まとめ 

 河川整備計画の検討事例を通じて、治水対策の

違いにより超過洪水時の被害軽減効果が異なるこ

とを示した。気候変動の影響により、計画規模を

上回る降雨の頻度が増加することを図-3に示し、

超過洪水対策の重要性を明らかにした。検討途上

であるが、個別の治水対策について、洪水規模ご

との浸水面積、被害額の違いについて示した。引

き続き、将来気候の解析を行い、超過洪水対策と

して焦点をあてる降雨規模を把握するとともに、

効果、経済性を考慮し、超過洪水時の被害軽減に

寄与する治水対策の検討を進めることとしている。 
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